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I はじめに

近年，様々な地方自治体で、バイオマス資源、の循環利用

が推進されている。山形県長井市のレインボープラン(生

ごみのたし、肥化)や，滋費i果愛東町の菜の花プロジェク

ト(菜の花利活用による資源循環)のように，既にバイ

オマス手IJ活用を実施する地方自治体もある。地方自治体

におけるバイオマス手Ij活用の現場では，地域住民が利活

用の主体であることが多い。この場合，手Ij活用主体であ

る地域住民がバイオマス利活用に積纏的でなければ，バ

イオマス循環利用に支障をきたすため，バイオマス資源

の利活用に対する住民の理解が不可欠である。しかしな

がら，バイオマス資源循環に関するこれまでの研究は，

利活用の実態把握(清水・袖山(2007)1))や組織体制の分

析(鶴見ら(2005)2))，環境改善効果(森本ら(2008)3))な

どに焦点が当てられがちであり，地域住民のバイオマス

利活用における意思決定過穏の解明を試みた研究は少な

い 4)，5)・6)。また，孝IJ活用を実施する者と実施しない者と

の院の意思決定プロセスの違いの解明を試みた研究も見

られない。本研究では生ごみ利活用を題材に，広瀬

(1994) 7) が提案した，環境配愚行動の二段階モデルに

より実主主者と非実施者の意思決定過程を明らかにする。

広瀬(1994)7)のそデ、ルで、は，環境配慮行動の意思決

定過程は環境にやさしくしようとしづ態度である回襟意

図の形成と，行動をとろうとする意図である行動意図の

形成の二段階から構成されると定義する。さらに目標意

閣は「環境リスク認知JI対処有効性認知JI責任帰属認

知jの3つの規定閣で，行動意腐は If受益費用評価JI実

行可能性評価JI社会規範評価jの3つの規定留で規定さ

れると説明している。本モデルの特徴は，それぞれの規

定国の関連や影響度合いを解明し，態度と行動の不一致

を改善するための方策を具体的に検討できる点にある 8)

本モデルは，資源リサイクル行動(例えば，野波ら(1997)

9)) をはじめとする様々な事例で，環境配患の態度と行

動の不一致を説明するモデルとして有効性が確認され，

近年は河川の環境保全活動やため池の保全活動などの意

思決定過程の解明にも適用されている 10)。

既往研究では，環境配慮行動の実施の有・無に関わら

ず，調査対象となる被験者が同一の意思決定過程を持っ

と仮定している。しかし，環境配底行動の実施者と非実

施者では，意思決定過程が異なるとも考えられる。依藤・

広瀬 (2002)11)や西尾 (2005)12)のように対象を異な

った意思決定過程をもっグ、ルーフ。に分けて考察した研究

は存在するものの，環境配慮、行動の実施の有・無により

調査対象を二分し，それぞれの意思決定過程の違いを解

明した研究はない。生ごみの分別回収運動に関する先行

研究でも，地域住民の生ごみの分別白収運動の意悲決定

過程を明らかにした松井ら (2001) 5)や，生ごみの分別

回収運動を円滑に機能させる条件として意識の向上を挙

げている合崎 (2006) 6)などがあるが，被験者をひとつ

のグルーフ。として分析している。施策形成の箇からみて

も資源、循環をさらに効果的にするには，実施者と非実

施者の違いを明らかにすることは有益と考えられる。本

研究では，生ごみ分J:lIJ.処理行動の事例をもとに，手IJ活

用実施者と非実施者の意思決定過程の解明を試みる。

百研究方法

1 舗査対象と調査方法

(1)調査対象

調査対象として兵庫県宍粟市を選定した。宍葉市は平

成 17年に山崎町，一宮町，波賀町，千種町の 411!Jが合

併して誕生した。!日一宮町では，平成 11年に「森のゼ

ロエミッション構想、Jit 1 )を策定し，家畜糞尿の堆月巴イヒ

や市民による生ごみのEM滋肥it2)作りなど進めてきた。

この考えは新市にも引き継がれ，平成 18年度には森の
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表 1 アンケート調査票の構成
Table I Qucstionnaire itel11s 

質問項目

意

行

費

質問の概要

栄一一官

自

益

襟

動

環
境
配
慮
行
動
の
規
定
開

空

(1)仮説

本研究では広瀬モデルを基本にしつつ，生ご、み手IJ活用

の実施者と非実施者は異なる意思決定過程をもっと仮定

した。実路者は広i頼モデルを踏襲したそテ、ノレ(後述 i)

を，非実施者は広瀬モデルの婆罷間の関連を修正した仮

説モデ、ノレ(後述 ii) を構築し，それぞれの仮説モデルを

出発点として分析を進めた(図 1)。

( i )生ごみ利活用実施者 実施者は宍粟市の環境保全

のために生ごみの処玉虫や分別を行いたいという g探意図

が形成されている。また，具体的な利活用方法や社会規

範の評価が高く，利活用の使主主費用を肯定的に評価jiし，

行動意図も形成されている。

( u )生ごみ利活用非実施者 非実施者は大きく目標

意図の形成はなされているものの，行動意図の形成が不

十分であるため実際の行動に至っていない人J(グループ

I )と「そもそも目標意図が形成されていないため，実

際の行動に査っていない人J(ク、、ルーフ。ll)の2種類に分

けて考えられる。グ、ルーフ。 Iは生ごみの処理や分汚IJを行

いたいという態度がある(①，②の関連はある)ものの，

その方法がわからない，あるいは費用・労力の負担をし

たくないという意思が働く (③，④，⑤，@の関連が弱

し、)ことで，態度と行動の不一致が生じているグループつ

である O クールーフ。Eは，そもそも生ごみ利活用が必要な

いと考え目標意図の形成すらなされていない(①，②，

ゼロエミッション構想、をベースに，バイオマスタウン構

想、が策定された 13)。宍粟市では年間 2400トンの生ごみ

が排出され，その一部は住民の手で堆RE化されている O

また市では，生ご、みの利活用促進のために平成 20年か

ら，家庭用生ごみ処理機購入補助市IJ度を導入している。

( 2 )調査方法

宍粟市の住民による，生ごみの分別・処湿の実態を把

樫するため，宍粟市環境創造諜の協力を得て，宍粟市在

住の成人市民から無作為に 1，500人を選び，一通ずつア

ンケートを配布した。調査票は 2010年 10月下旬に郵送

し，送付日から 2週間後を期限として郵送により回収し

た。返送数は 600通 (40.0%)であり，そのうち有効票

は 596通 (39.7%)であった。調査項目を表 1に示す。

なお今回の調査では，環境配慮行動の規定国のうち， r宍

粟市の環境が良くないのは自分たちが生ごみを発生させ

るからだ」といった責任帰属認知の貿問項包は自分た

ちが生ごみの発生を減らせば，宍粟市の環境はより良く

なる」といった対処有効性認知lの質問項目と表現を換え

た質問となるため，項目から除外した。

本研究では，生ごみ処理と分別の実施状況の質問で，

どちらか一一方でも実漉していると答えた者を f実施者j

(N=399) ，また両方実施していないと答えた者を「非

実施者J(N=14S) とした。

仮説の設定と分析の枠組み

2011年11月農村言十歯学会誌 30巻論文特集号
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2 目標意図と行動意図に関する因子分析結果
Table 2 Factor analysis about attitude and behavior intention 

質問項目

αT糸

因子相関行列

i 実焔:

包襟意間行動意国
.8容5 へ003
.875 伺 071
膏854 -.098 
.601 .164 
.411 .165 
・.013 .807 
へ074 .668 
.262 .474 
.843 .703 
1.000 .494 

1.000 

非実施

琵標意閣 行動意閤
.968 ・114
.841 .023 
.838 へ055
.731 .127 
.361 ノ‘423
・.097 膚852
へ086 .800 
.156 .594 
.873 .787 
1.000 .373 

1.000 
U jf:! (うjtlii:i;県び〉数1，，'(11:1大Ir-it (，;1;止を必l!j，する 支た0.30以 1:0)[人:1rii(';i:止を沫i協:rrこしている

⑤ 

図 1 生ごみ利活用の仮説モデ、Iレ

Fig.1 Hypothetical model of kitchen wastes utilization 

@の関連すら弱し、)，いわば無関心層のグ、/レーフ。で、ある。

( 2 )分析方法

実施者と非実施者の意思決定過程の違いを解明するた

め，各クぐループについて以下の手)1演で、分析を行った。

(i)構成概念、の抽出 アンケ…トで想定した境定因を

測定できているか検証するため，悶子分析を行う。分析

はα係数を沼いて結果の信頼性を検討し，信頼性の高い

結果が出るまで因子分析を複数回実施する。分析では，

~子抽出は主因子法，回転方法はプロマックス担転を採

用し，閤有値が1.00以上の国子を採択した。

( ii )実施者と非実施者の差の検定 関子を構成する観

測変数の平均点を算出し，実施者と非実梅若?の間にみら

れる差異を統計的に検討する。

(ui )モデルの構築 因子分析で得た構成概念、の安否予を

用い，仮説モデルを出発点として共分散構造分析を行う。

醍結果

1 因子分析による構成概念の摘出

(1) El標意図と行動意国の抽出

目標意図と行動意図に関する費問(8項El)について

因子分析を行った(表 2)。ほとんどの費問項目は，当初

想定した因子に分かれたが， r宍粟市の環境保全のために，

生ごみを分別すべきだと思う j という質問は，実施者で

は自襟意図に，また非実施者では目標意儲と行動意留の

両方に分かれた。質問の内容が目標意図の質問と類似し

ていたため，行動意関だけではなく回襟意菌にも表れた

と考えられる。しかし全.体としては調査票作成時に想定

した因子草分に近いため，これらの質問項目は構成概念

を概定できていると判断した。

( 2) 目標意図・行動意図の規定菌の抽出

目標意鴎の規定毘と行動意図の規定悶について因子分

析を行った(表 3)結巣，実施者・非実施者ともに当初

の想定と間じ 5つの器子に分かれたれ 3)。非実施者では対

処有効性認知の「自分たちが生ごみの発生を減らせば，

宍葉市の環境はより良くなると思う j という質問が環境

リスク認知にも現れた。理由としては，質問内容が環境

リスク認知の質問に類似していたため，両者が類似の回

答傾向を示したと考えられる。ここでもアンケート作成

時の想定に近い忠子に分かれたため，費問項聞は各規定

閣を測定できていると判断した。

2 因子平均点の比較

実施者と非実施者で、有意な羨があるかどうかを検証す

るため，それぞれの因子分析結果で得られた閤子をもと

に，由子を構成する質問項目の平均点を算出し，平均伎

の義について t検定を行った結果，全ての因子において

実施者と非実路者で有意羨があり，逆転項毘である便益

費用評価を除き，全ての因子で実施者の方が非実施者よ

りも高い{疫を示した(毘 2)。詳締にみると，目標意図や

環境リスク認知・対処有効性認知は実施者と非実施者で

大きな援はなかったが，行動意盟及び{受益費用・実行可

能性・社会規範の評価には両者に大きな差が見られた。

3 共分散構造分析による意思決定過程の解明

因子分析の結果をもとに共分数構造分析を行った。こ

こでは， AIC， CFI， RMSEAなどのモデル適合度指襟

を参考に仮説モデルを適宜修正し，最も適合度の良いモ

デルを採用したiI'4)。その結果を図3，4(こ示す。
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表3 規定因に関する因子分析結巣
Table 3 Factor lCl<ldings for the five underlying components 

質問項目

実施処有者 非実絡者
ム対 実行可環境リ ム対処有実行可環境リ

便益費社民規効性 能性 スク 5品、，11吏主主費社=規 効性認能性評スク認
用評価範評価認ザ知 評価 知用評価範評価 知 価 知

自宅での生ごみ処理は手間がかかる .899 .025 開.008 .010 .018 .904 .088 ー.047 .051 .085 
生ごみの減量化は手間だ .842 .002 .091 ー.005 欄.038 .703 へ044 .247 ー.003 欄.243
自宅での生ごみ処理は悪臭や虫の発生の

.767 024 へ071 -.012 幽.053 .738 095 へ050 -.127 .073 
原因となり嫌だ
生ごみの分別は面倒だ .715 へ113 .018 .087 .046 .734 へ077 011 帽.020 へ012
補助金が出ても，生ごみの処理機械の購

.452 .088 欄.067 へ141 .072 .486 -.159 へ158 .188 .141 入には費用がかかる
住んでいる地域で生ごみ分別を推進して

.036 1.013 -.019 .014 -.008 .008 .939 ヘ111 .012 .035 
いるなら，自分もするべきだ
皆が生ごみの分別をやっているなら，自

.008 .917 同.022 幽.047 .027 .001 .867 .024 .049 .028 
分もするべきだ
皆が自宅で生ご、み処理をやっているなら

へ053 .793 .081 057 構.025 ー.040 .781 .091 .003 '・036ば，自分もやるべきだ
家庭で生ごみの処理をすれば，宍葉市の

へ017 ヘ041 1.033 -.017 -.090 .020 ヘ032 .999 .011 .009 
環境はより良くなる
家庭で生ごみの堆肥化をすれば，宍粟市

-.010 058 .843 .037 司.037 .012 .011 .872 開.043 .018 
の環境はより良くなる
自分たちが生ごみの発生を減らせば，宍

.028 .023 .673 へ011 .167 幽.035 .055 .462 .071 .395 
粟市の環境はより良くなる

家庭用生ごみ処理機の存方在法を知っている .067 明.020 .049 .693 明.064 .099 .037 へ116 .572 “・005
生ごみ処理機械の使用 を知っている .004 .000 -.023 .648 .017 .063 .066 .054 .561 -.134 
生ごみの処理方法を知っている へ105 .050 へ045 .559 .048 ー.070 ・.079 へ014 .615 .050 
コンポストを何に使うか知っている へ026 001 .009 .555 .081 幽.067 .053 .075 .558 ー.092
出されているごみの量がな多いいことは宍葉
市の環境にとってよく

.015 .019 .023 .010 .687 023 へ042 .018 ー.048 .892 

生ごみを減らしたり分別したりしないこ
帽.003 へ017 .163 “059 .680 -.022 .010 .185 .066 .634 とは宍葉市の環境にとってよくない

昔に比べ家庭ーから出るご‘みの量が増えた .018 -.006 ー.117 .073 .550 .037 .082 四.035 へ173 .394 
α係数 .843 .931 894 .706 .666 .830 .897 .903 .729 .660 

1.000 -.380 欄.283 -.400 幽.223 1.000 ・.089 ー.205 へ216 -.195 
1.000 .493 .306 .465 1.000 .262 .402 .013 

思子間相関 1.000 239 .617 1.000 .601 .224 
1.000 .120 1.000 253 
1.000 1.000 

iiJ Ikl (-分析結果的数11，'(1土l刈(-j'(前;止をl:5:1持、寸右 主た 0.30以 iωl人↑(-i't(，:i:止を剥ilHt;こしている

( 1 )実施者の意思決定過程

実施者では，行動意図には実行可能性評価 (s=.45，

pく.01)，社会規範評価 (s =.32， p<.Ol)，目標意図 (s

=.41， p<.Ol)が， 目標意図に関しては環境リスク認知

(s=.59， pく.01)が有意な影響を及ぼしていたけ 5)。

共分散については，環境リスク認知と対処有効性認知(s

=.67)，実行可能性評価と便益費用評価(s = -.45 iI 6 l)が

有意であった。当初の仮説では，対処有効性認知が目標

意国lこ，便益費用評価が行動;意図に痕接影響を及ぼすと

想定したが，これらの聞には有意な影響は認められなか

った。対処有効性認知は環境リスク認知を介して間接的

に目標意図に影響を及ぼし， 1更益費用評価は実行可能性

評価を介して間接的に行動意図に影響を及ぼしていた。

( 2)非実施者の意思決定過程

非実施者では，行動意図には実行可能性評価(s=.l1，

p=.220)，便益費用評価 (s=一.36il6l， Pく.01)，社会規

範評価(s=.31， p<.Ol)，対処有効性認知(s=.49， p<.OU 

がそれぞれ有意な影響を及ぼしていたけ 5)。対処有効性認
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(*p<.05， **p<.Ol) 0 

目標意図
5.06*ネ

行動意図
6.02本*

環境リスク認知
2.52本本

対処有効性認知
3.94*宇

便益費用評価
-7.66*本

実行可能性評価
6.12本車

社会規範評価

2 3 

2.9 

I 2.7 
告が

図実施者ロ非実施者

4 

3. 
1 3.5 
4 
1 3.! 
4 
I 3.8 

3.4 
3.6 

4 

1 3.7 

圏2 実施者ど非実施者の各因子の因子平均点

5 

Fig.2 Compering averages of factor scores between practitioners and 
non-practltlOners 

パIIヌ1'1'0)件以1(-U) I、によ'1、のある紋仙IttI出

知は仮説モテツレと異なり，行動意図に大きな影響を及ぼ

していた。目標意障には環境リスク認知(s=.56， p<.ol) 

が有意な影響を及ぼしていた。対処有効性認知lは環境リ

スク認知と共分散の関係にあった((i=.67)。一方，目標



.67 

一45

AIC= 1100.914， CFI=0.879， RMSEA=0.074 

図3 実施者の意思決定過程

Fig.3 Dicision making process of practititoners 

意図と行動意図の間に有意な影響は認められなかった。

N 考察

1 実施者・非実施者の意思決定過程

本研究では，分析対象を実施者と非災施者とに分け，

問者の意思決定過穏の違いを明らかにした。実施者の実

測モデルも非実施者の笑j郊モデルも，それぞれの仮説モ

デルとある程疫の整合性が確認できたが，次に示す様に

一部で仮説モデルと異なる結果も得られた。

(1)実施者の;意思決定過程

実施若手の実測モデル(図 3) は仮説モテ守ルで、想定した

関連以外に，環境リスク認知と対処有効性認知の正の棺

関と便益費Jfl評価と実行可能性評倣の負の相関が見られ

た。 ー方，便益費用評価から行動意臨に度接の影響が見

られなかった。実施者は生ごみ処理・分別を行し、たいと

し、う態度だけでなく，生ごみ処理に関する十分な知識と，

市民や地域住民としての強い規範意識があり，生ごみ手IJ

活用にあたり分間・処理の労力や費用負担より実際の行

動を重んじていると考えられる。

( 2 )非実施者の意思決定過程

非実施者の実測モデル(図4)は，当初想定した通り

目標意関から行動意歯への影響は確認されなかった。

}j想定していなかった影響として，環境リスク認知と対

処有効性認知の正の相関及び対処有効性認知から行動意

図への直接の影響がみられた。仮説では，非実施者には

①B標意障はあるものの行動意図の形成が弱いグ、ノレープ

Iと，②行動意図だけでなく毘標意臨の形成が弱いグル

ープIIとが存在すると考えたが，非実施者と実施者の間

には目標意障や環境リスク認知・対処有効性認知に大き

な差が確認されなかった。すなわら，非実施者の多くは

行動意図の形成が鳴いクマルーフItこ属すると考えられる。

.67 

AIC=582.179， CFI=0.921， RMSEA=0.062 

題4 非実施者の意思決定過程

Fig.4 Dicision making process ofnon-practititoners 

非実施者の多くは，生ごみの利活用が環境改善に繋がる

(対処有効性評価)と認識しつつも，分別や処環など利

活用の方法に十分な知識を持たず(実行可能性評価)，ま

たそれに伴う労力・費用を実施者よりも負担に感じてい

る(便益費用評価)。

2 実施者・券実施者を分けた分析の有効性

本研究で確認できた様に，環境記慮、行動の実施者と非

実施者は異なる意思決定過程を経て実施・非実施の判断

をする場合もある。既往研究の様に実施者と非実施者と

が混在するサンフ。ルを，単一のモデルで説明しようとし

た場合，図 2に示した方法で実施者と非実施者の意思決

定要因の多寡は議論できるが，両者の意思決定過程にど

のような違いがあるかには言及できない。また分析で得

られる実浪.IJモデルも，実施者が多ければ実施者の意思決

定過程を，非実施者が多ければ非実施者の意思決定過程

を色濃く反映した構造になることが推測される。これは，

実施者と非実施者で環境配慮行動に至る意思決定過程が

異なる場合に大きな問題になるであろう。環境配慮行動

の実施者と非実施者とが異なる意思決定過程を持っと考

えられる場合，本研究の様に実施者と非実施者を分けて

分析することで，両者の意思決定過稜の違いを明示的に

議論する必要がある。行政施策で非実施者の行動改善を

尽論む場合，本アプローチによる分析が有益な示唆を与

えると期待できる。

V まとめ

本研究では，兵庫県宍葉市における生ごみ利活用の取

り組みを事例として，共分散構造分析により，実施者と

非実方面者それぞれの生ごみ手IJ活用に関わる意思決定過程

の違いを明らかにした。実施者と非実施者は，際標意図

の形成や社会競範評価の行動意図への影響において類似
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の傾向を示したが， 目標意匿と行動意図の関連や行動意

屈の形成過程は異なっていた。すなわち，非実施者も実

施者と同様に，生ごみの減量化や処理の適正化やこれら

を通じた衛生環境の保全を重要と考えているが，生ごみ

の分別・処理に関する知識が{尽く，実際行動する際の労

力・費'用の負担を高く見積もっていると考えられる。よ

って行動の促進には，①生ごみの処理・分別をしたいと

いう態度と具体的行動との事離の自覚を促す，②態度に

一致するよう実際に行動するよう変容させること(行動

意図の規定顕の向上)が考えられるつ具体的には①生ご

みの処理・分別を効率的に行う知識や，②処理機械の購

入を娘助するmの梅策に関する情報の普及・草子発，③市
による生ごみ処理機の試験的貸出などの普及活動④ごみ

有料化による家庭での生ごみ手IJ活用の促進が挙げられる。

j主

注 1)森を中心とした宍粟市において，排出物会限りなくゼ、ロ

に近づけ，循環型社会を構築する構怒り

注2)有用微生物群を用いて作ったi制巴を指す。

注:~) r自分たちが生ごみの分自11をすれば，宍葉市の環境はより

良くなると思う j という質問項目はどの因子iこも現れなか

ったため，安問から除外した。

注4)一般に， AIC'土{疫が低いほど， CFI iま値が lに近いほど

モデルの当てはまりが良く，また RMSEAは{疫が 0.05以

下になれば良好なモデルと判断されるコ

注5)s i土標準化パス変数である。-1から 1までの伎をとり，

1 {二近づくほどlEの影響が大きく 1に近づくほど負の

影響が大きいことを意味する汁

注6)f更益費用評価の質問項目は逆転項目であるため， 。の!広

が負となっているつ
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Summary : The objective ofthis study is to find ditferences ofthe decision making processes between practitioners who engage in 
separation & recycling of kitchen wastes and those who not.日irose(1994)'s two-step model of pro-environmental behavior was 
employed to analyze such differences. The city of ShisoラHyogoprefecture was selected as a case study area. Qu巴st!Onnalresur-
vey to 1，500 residents of the city was conducted‘of whom 596 properly responded. The responses were classifled into two 
groups， the practitioners and the non-practitioners‘and were analyzed statistical1y. Our ana1ysis clarifled that both groups had 
positive attitudes toward separation & recycling of kitchen wastes. The non幽practitioners，however， tended to negativ巴lyevaluate 
the cost and beneflt of separation & recycling and did not have sufflcient knowledge about how to deal with them. 

キーワード(Keywords):環境配慮行動 Cpro-environmentalbehavior)，意思決定過程 Cdecisionmaking process) ，実施者
と非実施者 (thepractitioners and the norトpractitioners)，便益費用評価 (cost/benefltevaluation) ，実行可能性評価 (perceived
control evaluation) 

356 農村計蘭学会誌 30巻論文特集号 2011年11月

(2011年 5月 21日受付)

(2011年 9月 17日受理)

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org

